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図 5-9 経過年数別人孔平面図  
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5.2. 処理場・ポンプ場施設 

設備台帳システム及び固定資産台帳等を基に収集・整理した。 

 

表 5-6 対象施設・設備 
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6. リスク評価 

6.1. 管路施設 

6.1.1. リスクの特定 

本計画において対象とするリスクは、ストマネガイドラインを参照し、管路施設の破損・クラック、

浸入水、タルミ等による下水滞留、施設構造に起因する騒音の発生、油脂・モルタル付着及び木根侵

入等による詰まり、マンホール蓋の劣化、有害ガスの発生、漏水とする。 

 

6.1.2. 被害規模（影響度）の検討 

「重要な幹線等」の区分及び管径により被害規模ランクを設定した。 

 

被害規模 

ランク 
基準 

管渠延長(m) 

合 流 分流汚水 分流雨水 計 

A ・特に重要な幹線 38,838 118,194 19,709 176,741 

B ・その他の重要な管渠等 37,136 137,250 13,971 188,357 

C 
・その他の管渠 

（管径 800mm 以上） 
6,263 6,671 53,020 65,955 

D 
・その他の管渠 

（管径 250 以上 800mm 未満） 
185,123 254,396 47,710 487,229 

E 
・その他の管渠 

（管径 250mm 未満） 
3,453 611,629 7,038 622,119 

計 270,813 1,128,139 141,448 1,540,400 

 

6.1.3. 発生確率（不具合の起こりやすさ）の検討 

経過年数に応じ、5段階に分けた。 

 

発生確率 

ランク 
経過年数 

管渠延長(m) 

合 流 分流汚水 分流雨水 計 

5 50 年以上 120,578 3,640 0 124,217 

4 40 年以上 50 年未満 37,235 109,540 18,127 164,902 

3 30 年以上 40 年未満 75,903 208,929 23,916 308,747 

2 20 年以上 30 年未満 14,169 395,964 51,876 462,009 

1 20 年未満 22,929 410,067 47,529 480,525 

計 270,813 1,128,139 141,448 1,540,400 
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6.1.4. リスク評価 

被害規模（影響度）【5段階】と発生確率（不具合の起こりやすさ）【5段階】のリスクマトリクスを

用いて評価した。 

 

 

 

 

  

高 5 11 16 20 23 25

4 7 13 18 22 24

3 4 9 15 19 21

2 2 6 10 14 17

1 1 3 5 8 12

低 E D C B A

小 大

リスク　高

リスク　中

リスク　低

リスク　微

発
生
確
率
の
ラ
ン
ク

被害規模のランク

高 5 11 16 20 23 25

4 7 13 18 22 24

3 4 9 15 19 21

2 2 6 10 14 17

1 1 3 5 8 12

低 E D C B A

小 大

リスク　高

リスク　中

リスク　低

リスク　微

発
生
確
率
の
ラ
ン
ク

被害規模のランク

合 流 分流汚水 分流雨水 計 

リスク高 50,037 45,632 8,414 104,083 6.8%

リスク中 144,316 242,827 42,628 429,771 27.9%

リスク低 63,141 239,731 53,724 356,597 23.1%

リスク微 13,318 599,950 36,682 649,950 42.2%

計 270,813 1,128,139 141,448 1,540,400 100.0%

リスク
管渠延長(m) 

割合 



25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 リスク評価平面図 
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6.2. 処理場・ポンプ場施設 

6.2.1. リスクの特定 

対象とするリスクは、施設の損傷・劣化に起因する事故・故障とした。 

 

6.2.2. 被害規模（影響度）の検討 

機能面・能力面・コスト面の総合評価によって算出した。 

 

（1） 被害規模の評価 

検討は、式１より行った。 

【被害規模（影響度）＝a×「機能面」＋b×「能力面」＋c×「コスト面」】・・・式１ 

a、b、c は、各評価項目の重みを表し、AHP アンケートにより算出した値を用いた。 

 

（2） 機能面の評価 

各処理機能の重要性を AHP アンケートにより算出した値を用いた。 

 

（3） 能力面の影響度評価 

能力面の評価は、全体の処理能力に対して、各設備（台数、池）・各系列の処理能力が占める

割合の大きさにより評価した。 

 

（4） コスト面の影響度評価 

コスト面の評価は、各機器の概算金額を個別に設定した。コスト面の影響度は、取得金額が高

いほど影響度が高いものとした。 

 

6.2.3. 発生確率（不具合の起こりやすさ）の検討 

健全度予測による評価に、維持管理者による評価（アンケート）を重み付けして行った。 

健全度は、劣化状況を数値化し、修繕改築の必要性を判断するための指標である。 

維持管理者アンケートから、実態の評価を検討に用いた。 

①健全度＝5.0－(経過年数)／(目標耐用年数)×3 

②リスクの起こりやすさ＝5.0－(健全度) 

③発生確率＝リスクの起こりやすさ＋維持管理者アンケート(＋1) 

 

6.2.4. リスク評価 

リスクは、被害規模(影響度)と発生確率(不具合の起こりやすさ)の積により数値で評価した。 

赤字はリスク評価 3.0 以上を表す。 
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表 6-1 リスク評価一覧（処理場-1）  (2020 年度時点) 
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表 6-2 リスク評価一覧（処理場-2）  (2020 年度時点) 
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表 6-3 リスク評価一覧（ポンプ場-1）  (2020 年度時点) 
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表 6-4 リスク評価一覧（ポンプ場-2）  (2020 年度時点) 
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7. 長期的な改築事業のシナリオ設定 

投資額、健全度、リスクを総合的に勘案した最適な改築シナリオを以下に示す。なお、基準年度は

2022 年度（令和 4年度）とし、管路施設は 100 年間、処理場・ポンプ場施設は 96 年間の改築シナリオ

とした。 

 

7.1. 管路施設 

管渠・人孔本体・人孔蓋に対して、目標耐用年数で改築するシナリオを、複数シナリオで比較を行

い、投資額、健全度、リスクを総合的に勘案し、最適な改築修繕シナリオを設定した。 

 

 

7.2. 処理場・ポンプ場施設 

管路施設と同様に、目標耐用年数で改築するシナリオを、複数の平準化シナリオで比較を行い、投

資額、健全度、リスクを総合的に勘案し、最適な改築修繕シナリオを設定した。 

 

 

7.3. 全体 

管路施設及び処理場・ポンプ場施設の長期的な改築事業のシナリオ設定の結果から、下水道施設全

体の長期的な改築事業のシナリオを設定した。その結果、評価期間 100 年において約 5,043 億円、年

平均で約 50.4 億円のコスト縮減効果が期待できる。 
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7.4. 管理方法の設定 

7.4.1. 管路施設 

管路施設の管理方法は下記のとおりとする。 

  

表 7-1 管理方法（管路施設） 

保全区分 
予防保全 

事後保全 
状態監視保全 時間計画保全 

基本方針 

機能発揮上、重要な施設で

あり、調査により劣化状況

の把握が可能である施設を

対象とした。 

機能発揮上、重要な施設で

あるが、劣化状況の把握が

困難な施設を対象とした。 

機能上、重要度の低い施設

や代替性の高い施設、緊急

対応が容易な施設を対象と

した。 

対象施設 

（管路施設） 

管渠（圧送管・開渠除く） 

人孔本体 

人孔蓋 

圧送管 

開渠 

取付管 

マンホールポンプ 

 

  

改築総額

事業費
（百万円）

評価期間
（年）

年あたり事業費
（百万円）

事業費
（百万円）

評価期間
（年）

年あたり事業費
（百万円）

管路施設 520,879 100 5,209 133,970 100 1,340 3,869

処理場・ポンプ場施設 318,708 96 3,320 201,280 96 2,097 1,223

合計 839,587 - 8,529 335,250 - 3,437 5,092

年あたり
コスト縮減額
（百万円）

施設
標準耐用年数で改築 最適な改築シナリオ
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7.4.2. 処理場・ポンプ場施設 

設備の管理方法は設備の重要度の高低ならびに劣化状況の把握及び不具合発生時期の予測の可

不可によって分類した。 

  

表 7-2 管理方法（処理場・ポンプ場施設） 
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8. 点検・調査計画 

8.1. 管路施設 

8.1.1. 基本方針 

管口カメラによるスクリーニング調査を活用し、効率的に点検・調査を行う。 

 

図 8-1 スクリーニング調査を用いた点検・調査の実施フロー 

 

8.1.2. 点検・調査頻度 

管路施設は下記に示す頻度で計画的に点検・調査を実施する。点検時に異常が発見された場合、速

やかに調査を実施することとする。 

 

表 8-1 点検・調査頻度（管路施設） 

  点   検 調   査 備   考 

一般環境下 

陶管、ヒューム管：1 回/15 年 

 

陶管、ヒューム管以外： 

1 回/30年 

点検で異状が発見された場合 

一般環境下の管路施設については、左記

記載の頻度にて、点検・調査を行う計画

とする。 

また、今後の点検・調査によってリスク

が高いと判断される箇所が確認された

場合は、計画を見直し、点検頻度を増や

す等対応を検討する。 

腐食環境下 5 年に１回 点検で異状が発見された場合 

腐食環境下の管路施設については、左記

記載の頻度にて、点検・調査を行う計画

とする。 

また、今後の点検・調査によってリスク

が高いと判断される箇所が確認された

場合は、計画を見直し、点検頻度を増や

す等対応を検討する。 

腐食の恐れの大きい箇所 180 箇所 
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8.2. 処理場・ポンプ場施設 

8.2.1. 基本方針 

各設備の管理方法、調査方法、調査単位、調査項目、調査費用、頻度等を考慮して策定した。 

 

表 8-2 点検・調査頻度（処理場・ポンプ場施設） 
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9. 修繕・改築計画 

9.1. 管路施設 

9.1.1. 基本方針 

1) 対策の必要性 

表 9-1 対策の必要性（管路施設） 

保全区分 
予防保全 

事後保全 
状態監視保全 時間計画保全 

対象対策区分 

管渠  ：緊急度※1Ⅰ及びⅡ 

（圧送管・開渠除く） 

人孔本体：緊急度※2Ⅰ 

人孔蓋 ：健全度※3１又は機能不足 

圧送管：目標耐用年数で改築 
開渠、取付管、 

マンホールポンプ 

※1：（公社）日本下水道協会：下水道維持管理指針 -実務編- 2014 年版-、p.117 に基づく緊急度 

※2：（公社）日本下水道協会：下水道管路施設ストックマネジメントの手引き-2016 年版-、p.7-2 に基づく緊急度 

※3：（公社）日本下水道協会：下水道維持管理指針 -実務編- 2014 年版-、p.253 に基づく健全度 

 

2) 修繕・改築の優先順位 

管渠は、点検・調査の診断結果が悪い管渠、リスク評価（被害規模・発生確率）による優先度が高

い管渠から順に修繕・改築を実施する。また、人孔蓋は、浮上・飛散防止機能がなく、改築年度の古

い人孔蓋から順に修繕・改築を実施する。 

 

9.1.2. 実施計画 

本計画における年次ごとの修繕・改築計画概要を下表に示す。人孔本体については、既往調査結果

からは対策要否の判定ができないため、本計画では計上していないが、管渠・人孔蓋の修繕・改築に

際し、人孔本体の緊急度を確認し、必要に応じ、人孔本体の修繕・改築を行うものとする。 

 

表 9-2 修繕・改築実施計画（管路施設） 

年次 

管渠改築 人孔蓋取替 
総事業費 

(百万円) スパン数 延長(m) 
事業費 

(百万円) 
枚数 

事業費 

(百万円) 

1 年目 59 1,607 239.0 200 43.2 282.2 

2 年目 64 2,267 433.2 200 43.2 476.4 

3 年目 49 1,562 445.7 200 43.2 488.9 

4 年目 79 2,746 447.2 200 43.2 490.4 

5 年目 48 1,422 445.0 200 43.2 488.2 

計 299 9,604 2,010 1,000 216 2,226 
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9.2. 処理場・ポンプ場施設 

9.2.1. 基本方針 

1) 対策の必要性 

設備の修繕・改築は全ての設備分類において健全度 2以下で行う事を基本とする。 

 

表 9-3 対策の必要性（処理場・ポンプ場施設） 

対象施設・設備

の保全区分 

予防保全 
事後保全 

状態監視保全 時間計画保全 

対策対象区分 診断結果が健全度 2

以下の設備 

経過年数が目標耐用年数以上で

健全度 2 以下の設備。または、異

常確認後、その兆候が発生し、保

守では対応困難な設備。 

異常確認後、そ

の 兆 候 が 発 生

し、保守では対

応困難な設備。 

 

2) 修繕・改築の優先順位 

優先順位は、リスク評価の結果に基づき決定した。 

 

9.2.2. 実施計画 

 

表 9-4 修繕・改築実施計画（処理場・ポンプ場施設） 

 

  

処理区・
排水区
の名称

合流・
汚水・

雨水の別
対象施設

整備
年度

供用
年数

施設能力
概算費用

（百万円）
備考

東部処理区 汚水 東部下水処理場 1982 40 83,330m3 608

西部処理区 汚水 香東川浄化センター 2001 21 47,600m3 974

牟礼処理区 汚水 牟礼浄化苑 1979 43 11,200m3 1,388

庵治処理区 汚水 庵治浄化センター 2000 22 1,750m3 14

西部処理区 汚水 港頭中継ポンプ場 2001 21 2.6m3/分･台×3 (予備機1台) 69

東部処理区 汚水 屋島西中継ポンプ場 1983 39 2.19m3/分･台×3 7

牟礼処理区 汚水 房前ポンプ場 1998 24 1.8m3/分･台×2 9

西部排水区 合流 西部ポンプ場 1938 84 150.0m3/分・台×3 他1台 18

百石排水区 雨水 百石ポンプ場 1994 28 236.0m3/分・台×2 他1台 154
郷東第1排水区 雨水 郷東ポンプ場 1994 28 195.0m3/分・台×2 他2台 1,459

合計 4,700
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10. 次回見直し時期と方針 

 

 

次回見直し時期（予定）：令和 9 年 3 月 

 

 

今後順次実施される、事業計画変更、点検・調査、修繕・改築等、新たな事象が生じる度に見直し

を行い、順次ブラッシュアップを実施し、事業計画、本実施方針、ストックマネジメント計画の全て

が連動し、実行可能な計画としていくものとする。 

 

 

 


